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図　5
Fig・5
精度の悪いデータをとり除いたF－P時間とMJMAの関係
Re1ation　between　F－P　time　and　MJMA　for　each　station．Data　of　poo工qua1ity　a工e
excluded．
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Tab1e1
　　　　　　　　　　　　表　1　各観測点の感度と係数Co，C1，r
Sensitivity　and　coefficients　Co，C二．，正foエeach　station．＊indicates　the　case　foエwhich
cone1ation　coef丘cient　is1ess　thal1O．8．
Code Station Sensitivity　　　Co　　　Cl　　　　r
（1』kine／digit）
ABN
ACH
ASG
HHR
HM0
HRM
ICH
工WK
JI　Z
KGW
KSH
MIN
MKB
MOR
MOT
MSK
NMZ
NRY
OHR
S　I　Z
SMB
TNR
TRU
TYM
YKI
Akabane
Achi
Minamiashigara
Hinohara
Hamaoka
Kawasaki
工chihara
工wai－kita
Nakai2u
Kakeqawa
Kushihara
Mineoka
Mikkabi
Moriya
Motegi
Misとkub0
Nu工na　zu
Nirayama
Ohhira
Shizuoka
Shimobe
Tenryu
TSuru
T』t・y・m・
Yohkaichiba
　1．188
　0．400
　1．667
　0．489
　4．261
　1．471
　6．825
　1．295
　0．652
　0．572
　0．305
　！．064
0．753
20．967
0．953
0．405
3．113
0．984
0．777
0．387
0．394
0．419
0．259
6．418
6．133
一1．88
－2．51
－2．50
－4．14
－1．43
－3．03
－2．16
－2．48
－2．82
－3．31
－2．35
－1．98
－2．24
－O．87
－4．72
－3．22
－1．47
－1．12
－4．31
－2．35
－2．57
－3．16
－3．11
－2．25
－1．82
2，95
3，27
3，25
3，87
2，95
4，06
3，07
3，10
3，24
3，54
3，29
2，89
3，15
2，70
4，03
3，48
2，95
2，59
3，94
3，32
3，29
3，51
3，58
3，09
2．99
0，741★
O．860
0．896
0．846
0，794★
O．904
0．906
0．909
0．868
0．804
0．803
0．924
0，688★
0．923
0．850
0．818
0．924
0．78“
O．903
0．873
0．901
0，766＾
0．888
0．898
0．875
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Fig．6
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南足柄観測点（A　S　G）における自動験測によるF－P時間および可視記録によるF－P時
間とMJMAの関係・それぞれの回帰直線を実線と破線で示す一
Re1ation　between　MJMA　aIld　F－p　time　b副sed　on　the　automatic工eading　and　visua1正eading
（shaded　zone）at　ASG．Conesponding　regエession　cuwes　aエe　shown　by　so1id　and　b正oken1ines．
一97一
国立防災科学技術センター研究報告　第31号　1983年11月
減衰した時点をFとみなす単純な方法を用い，こうして決められたF－P時問とマグニチュ
ードとの関係は有意義であると報告している．上記の検討結果から，今回求めたMF＿p決定
式は定常的な地震データ処理に組み込んで使用できるものと考える．ただデータの分散状況
から見て，表1のr欄に＊印を付したものは用いない方が安全だろう．
　一方，本研究の過程で，F－P時間の自動験測等についていくつかの問題点も明らかにな
った．以下にこれらの問題点を記し今後の改善のための参考としたい．
u〕自動験測でP波を誤って検出した場合，とくにS波をP波として検出してしまった場
　　合，小さい地震ほどMF＿pへの影響が大きくなる．
（2）現行のシステムでは波形データの収録を効率的に行うために，収録を開始してから
　　100秒毎に各観測点の振動レベルをチェックしている．第3節で述べた1ow1eve1以上
　　の観測点が3点に満たない場合には収録が打ち切られ，振動が継続している観測点もそ
　　の時点で振動終了（F）とみなされるようになっている．地震の振動が長く継続する傾
　　向のある観測点では，このようなFの強制判定が頻繁におこっている．地震データは30
　　秒の遅延がかけられているために，図5に見られるようにとくにHHR，MOT，OHR
　　では，F－P時間70秒，ユ70秒付近にこのFの強制打ち切りの影響が目だっている．高
　　密度観測網では，2点以下でしか振動していないような地震はその後長く振動が継続す
　　るとは思われないが，MF＿pが系統的に若干小さく求められることになる．
（3〕地震が続いておこったり，地震の直前に自動験測の基準を満たすノイズが先行したり
　　すると，1個の地震と判定されて誤ったF　P時問カ）与えられる場合がある
（4）第3節で述べたP，F判定用のレベルは，P波検出（high1eve1）にはノイズレベルの
　　2倍～6倍ぐらい（平均およそ3．5倍），Fの判定（1ow1eve1）にはノイズレベルの1．5
　　倍～3．5倍ぐらい（平均およそ2．5倍）の値に各観測点ごとに設定されている．これら
　　の設定レベルは波形データ収録の開始・終了条件の設定にも使われているため，観測
　　環境の悪化などに伴ってノイズレベルが大きく変動した場合には変更されることがある．
　　このようにしてF－P時間の判定条件が変わってしまうのは好ましくないので，とくに
　　F判定用のレベルはデータ収録終了用のレベルとは独立にすべきであろう．
（5）可視記録からMJMAを基準にMF－Pを求めた過程で，2つの期間（1979年7月～ユ980
　年5月とユ980年5月～1981年9月）のデータの間に，M〃AまたはF－P時問に有意な
　　ずれがおきていることがわかった（立川・石田，1982）．気象庁官署の高感度地震言十配
　備に伴い，MJMAのスケールに若干変化が生じた可能性も否定できない1図7は南足柄
　観測点（A　S　G）について，前の期間のデータ分布領域を破線で囲み，後の期問のデー
　　タ分布領域に斜線を施して比較したものである．それぞれの回帰直線は破線および実線
　　で示した・この程度のずれなら実用上あまり問題がないので今回は公表されたMJMAを
　　そのまま基準にとったが，将来再検討の必要が生じるかもしれない．
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Fig・7
南足柄観測点（A　S　G）における異なる期問のF－P時間とMJMAの関係
Relation　between　F－P　time　lmd　MJMA　fo正Ju1y1979－May1980and　fo工May1980－
Septembeエ1981at　ASG．
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Fig・8
2　　　3　　　4
　　　MF－P
5　　　6
各観測点ごとのMF－Pの平均値MF－PとMJMAの関係
R・1・ti・・b・tw…MJMA㎝dMF－P・wh…叫．Pi・th・・・…g・・fMF．Pf・工…h・t・ti・・．
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　最後に，図5で求めた各観測点の係数Co，C1を用いて決めたMF＿pの平均値亙F＿pと，
MJMAとの相関を調べた（図8）・実線はMF－P＝M∫MAを示す・亙F－pとMJMAの差が1
以上大きい（破線の外側）のものは全体の約2％であり，その半分はユ982年7月23日の茨城
県沖地震の前震・余震で，地震が続けておきた状態にある．全体の約98％にあたる大部分の
地震については・MF－PがMJMA±ユの範囲でMJMAによく適合していることがわかる．
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